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予算規模 ２，１６５億円（平成１９年度予算）

役職員数 役員９人、職員９７５人（平成１９年４月現在）

本部所在地 神奈川県川崎市

研究開発業務／新エネ省エネ導入普及業務等

１９年度予算 ２，１６５億円
研究開発関連業務（１，４９３億円） ※一部重複あり

新エネルギー・省エネルギー導入普及関連業務等（７８２億円） ※一部重複あり

幅広い産業技術分野において、産学官の総力を結集し、高度なマネジメント能力を発揮して次の事業を実施。

①中長期・ハイリスクの研究開発事業

（単独企業では取り組めない中長期・ハイリスクのテーマについて、産学官の総力を結集し、

最適な研究チームを構成して推進。ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロ

ジー・材料、エネルギー、新製造等の重点分野。）

②実用化・企業化促進事業（実用化に近い段階の企業の技術開発への支援により即効的な経済活性化へ貢献。）

③提案公募事業（産業界の要請を受けた、将来の産業応用につながる技術シーズの研究を助成。）

石炭経過業務

国内石炭政策（平成１３年度に終了）の経過措置として、貸付金回収、旧鉱区管

理等及び鉱害復旧を計画的に実施。（鉱害復旧は平成１８年度に完了。）

旧基盤技術研究促進センターから承継した取得株式

及び貸付債権の処分・回収を経過業務として実施。

出資・貸付経過業務

新エネルギー・省エネルギー技術の積極的な導入普及を行い、新エネルギーの利用拡大、更なる省エネルギーを推進。

海外での技術の実証等を推進し、エネルギーの安定供給、地球環境問題の解決等に貢献。

交付金 １，５４９

補助金等 ６１５

出資金 ２

（内訳：億円） 種類別

（この他に、一般管理費として約７９億円）

１．１．ＮＥＤＯのＮＥＤＯの概要概要

クレジット取得関連業務（１２９億円）

平成１８年度より京都メカニズムクレジット取得事業を実施。
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人類にとって未知の技術知識を開拓する研究開発独法は、目標達成に向けて計画的に業務を実施する一般的な独法と
は異なり、政府との間で目標を共有しつつも、専門性・継続性を持ち、最新の研究開発動向を注視しながら、目標達成
に向けて自主的・機動的に研究を実施可能な組織であることが必要。

ＮＥＤＯは、我が国の産業競争力の強化及びエネルギー・地球環境問題の解決という政策目的の実現のため、我が国研究

開発の大部分を占める民間企業が保有する優れた研究開発資源（注）を活用し、学・官の能力と組み合わせて最高の英知

を結集、最適な研究開発体制を実現。

○ 「科学技術基本計画」（平成１８年３月閣議決定）に定
められている重点分野（ライフサイエンス、情報通信、ナノ
テク・材料、環境、エネルギー等の８分野）を踏まえ、研究
開発に関する国全体の大きなシナリオを「技術戦略マップ」
として策定（平成１９年４月改定）。

○専門的な技術系人材の能力や知見を集結した職員体制
○外部人材の活用（５,０００人の有識者）
○複数年契約の導入等柔軟な執行
○融合的な研究開発体制の構築

２．２．ＮＥＤＯのＮＥＤＯの役割役割

「研究開発プログラム」を受けて、国内外の技術・産業の動向
等を踏まえつつ、個別の研究開発プロジェクトの具体的な実
施に向けて最適な体制の構築。人材の確保・配置等のプロ
ジェクトマネジメントを実施。

政策目的の実現に向けたマネジメント

（注） ○我が国全体における民間の研究開発投資の割合は７６％（米国の民間投資割合：６４％）
○我が国全体における民間の研究人材の割合は５９％（我が国政府研究機関：４％）

ＮＥＤＯにおける業務の実施に当たっては、独法制度を活用して専門性・継続性・機動性を発揮し、必要な人材の確保や

厳格な評価システムの導入等により、効果的・効率的なプロジェクトマネジメントを実施。

○ 「技術戦略マップ」に基づき、共通の政策目的を持つ
研究開発事業をグループ化した「研究開発プログラム」
（１８プログラム）を策定。

ＭＥＴＩ ＮＥＤＯ



これまでの業務の重点化の取組

① 海外石炭関係貸付・債務保証業務の廃止（平成１５年９月末）

② 地熱開発資金債務保証業務の廃止（平成１５年９月末）

③ 工業用アルコール事業の廃止（平成１8年３月末）

〃 特殊会社化（平成１8年４月）

④ 研究基盤施設設備に係る出資業務の廃止（平成18年３月末）

⑤ 石炭鉱害復旧業務の廃止（平成１９年３月末）

３つの業務に重点化

○研究開発関連業務
○新エネルギー・省エネルギー導入普及関連業務等
○クレジット取得関連業務

産業技術、エネルギー・環境を巡る最近の状況
① 経済成長に対するイノベーションの重要性の高まり
② イノベーションに向けての知の融合の必要性
③ エネルギー・環境問題

ＮＥＤＯに期待される役割

① 研究開発活動の成果が最終的なイノベーションの担い手である事業

者の経営を通じてイノベーションに結び付く確率を高める。

② プロジェクトのフォーメーション及びマネジメントの高度化により、研究

の場において、より多くの知の融合を生み出す。

③ 環境重視・人間重視の持続的発展可能な形のイノベーション（エコイ

ノベーション）の実現に向けた取組を強化する。

整理合理化案

① ＮＥＤＯは、「科学技術基本計画」において示された重点分野を踏まえ策定された「技術戦略マップ」に基づいて経
済産業省が設定した「研究開発プログラム」について、国内外の技術・産業の動向を踏まえつつ、具体的な内容を企
画立案し、最も効率的かつ効果的な推進体制を構築して実施する。また、技術開発にとどまらないイノベーション実
現の観点から、事業者の技術経営力の強化に向けた業務を充実する。

（１）業務の重点化

３３．ＮＥＤＯの整理合理化案．ＮＥＤＯの整理合理化案ののポイントポイント

② ＮＥＤＯは、新エネルギー・省エネルギー技術開発及び導入普及業務を戦略的に推進するため、技術開発・実証試
験・導入促進の各ステージで得られた知見の相互利用により、事業のシナジー効果を高める。今後、導入普及業務に
ついては、京都議定書目標達成計画に定める２０１０年の目標達成に効果の高い事業に重点化する。また、技術開発
については、より革新的な効果をもたらすテーマに重点化する。

③ 京都メカニズムクレジット取得事業については、規模の増大が見込まれることから、より的確なリスク・マネジメン
トを行いつつ、業務の効率化を図る。
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（２）事務・事業の廃止

平成１９年度には、全１５３プロジェクトのうち３１プロジェクトに
つき終了し事後評価を行う。

○研究開発関連業務
○新エネルギー・省エネルギー導入普及関連業務等

○省エネ債務保証・利子補給業務（Ｈ１９ＦＹ末予定）
○鉱工業承継業務（出資部分：Ｈ１９．６終了、融資部分：約定
回収の終了時点で廃止）

事業の終了時点で廃止する。省エネ債務保証・利子補給業務
については、次期通常国会に所要の改正法案を提出する。

○基盤技術研究促進事業 第２期中期目標期間中において、事業の廃止も含め検討する。

○総人件費

○事業実施部署の見直し

○国内支部、海外事務所

○保有資産見直し

平成２２年度までに平成１７年度比５％削減する。

（３）効果的・効率的な業務・組織運営に係る具体的措置

第２期期間中に１５％削減する。

業務内容に応じた見直 しを実施し、適切かつ効率的な体制を構築する。
（例えば、平成１５年の独法化においては、本部３０部室を２０部に大括り化している。）

政策的必要性や事業の重要性等を勘案し、見直しを検討する。
（例えば、第１期期間中にはシドニー事務所を廃止している。）

研修センターの機能を最も的確かつ効率的に発揮できる方策について、
売却の可能性及び時期を含め検討する。

○京都メカニズムクレジット取得事業及び競争的資金による事業を除き、第２期期間中に５％の事業の効率化を進める。

（４）その他

① 倉庫及び土地他
（桜新町倉庫：土地面積207.93㎡・建物延面積184.07㎡）

② 職員用宿舎
（祖師谷宿舎：土地面積780.17㎡・建物延面積105.76㎡）

③ 白金台研修センター
（土地面積1,004.33㎡・建物延面積2,073.73㎡)

売却の方向で検討する。
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売却し賃貸へ変更する。

○目標の明確化

間接部門における更なる委託の可能性につき検討する。
各種申請の電子化の範囲を拡大し、その有効活用を図ることにより経費削減を図る。

NEDOの活動がどのような社会的インパクトを与えたかをシミュレートするモデル及び指標を作成する。

コンプライアンスや情報公開・情報管理に関する法務関連業務を扱うグループの設置等を行う。

○一般管理費

○業務の効率化

○内部統制機能の強化
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論点１：基盤技術研究促進事業に係る廃止の前倒し

４４．．論点論点についての考え方についての考え方

１．本事業は、その研究成果が他の多様な技術に波及し、それらの技術の進展を通じて様々

な新規市場を創出するなど、知的基盤を形成するとともに、技術面のみならず経済面での

波及効果が高い基盤技術研究であって、実用化までに相当規模の投資金額と期間を要する

ことから民間のみでリスクを負担することが困難なものについて、委託により戦略的に支

援する事業である。

２．現在、平成２０年度事業として新規テーマを要求中であり、少なくとも当該新規テーマ

の終了までは、基盤技術研究促進事業を廃止することは困難である。

３．一方、本事業については、委託される事業費が、ＮＥＤＯの会計処理上、欠損金として

処理されるという制度面の問題は認識している。このため、平成１６年度以降の新規テー

マの採択を行わない等の見直しを実施してきたところであるが、第２期中期目標期間中に

おいては、制度の見直しについて事業の廃止も含め検討していくこととしている。

資料５－３



論点２：共同研究の増加、プロジェクト参加企業の費用負担の見直し

１．プロジェクト参加企業の費用負担については、対象プロジェクトの技術開発レベルや実

用化可能性に応じて、負担割合を設定している。

すなわち、実用化に近い助成事業及び共同事業においては、プロジェクトの内容に応じ

て実施企業にも負担を求めている。

また、中長期ハイリスク研究開発事業のうち、単独企業が投資をするのは困難で、ＮＥ

ＤＯが資金を全額負担することが適切なものは、委託事業として実施している。この場合

であっても、共同研究による費用対効果をより向上させるため、相手方の複数参加による

事業を原則としているところである。

この結果、平成１８年度の全１３８研究開発プロジェクトのうち１２９プロジェクト

(９３％）が既に相手方の複数参加による共同研究となっている。

２．例えば、平成１８年度より、新たに、共通基盤研究開発によって開発された技術を各社

が実用化に向けて展開する実用化技術開発については１／２助成とし、企業から相応の負

担を確保するスキームも導入している。

共通基盤技術開発（水平連携）

●電界紡糸法・大型電界紡糸装置開発、・繊維高機能化技術の開発
●ナノ溶融分散紡糸法・炭素超極細繊維製造技術開発

東工大、帝人、シナノケンシ、ＮＥＣ、住友精化、大日本インキ、栗田工業、日本エアフィルター、帝人テクノプロダクツ、東洋紡、日
清紡、 グンゼ、パナソニックファクトリーソリューションズ

燃料電池、情報家電分野

医療・福祉／安全・安心分野

環境・エネルギー分野
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材料分野における水平連携/垂直連携の組合せの共同研究の例

３．今後も、企業に資金負担を求めることが相

応しい事業については、予算規模や委託・助

成等の事業形態、助成率に関して外部有識者

を含めた検討を行い、企業に相応の負担を求

めることとする。
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論点３：自己収入の増大

１．ＮＥＤＯにおいては、研究開発に係る助成事業及び委託による基盤技術研究促進事業

について収益納付義務を課している。一方、委託事業及び共同事業については収益納付

義務を課していない。

２．委託事業は、ナショナルプロジェクトなど、中長期の期間を要し、ハイリスクの研究

開発に必要な資金を企業、大学、国の研究機関に配分するものであり、プロジェクトに

よる直接的な収益が期待しにくい。

しかも、プロジェクトの成果は製品化のみではなく、技術的ブレイクスルーによって

個別企業が次なる段階に到達して応用分野を構想し、あるいは新たな研究課題を発見す

るなど、間接的かつ長期的なパブリックリターンによって国民に裨益するものであり、

対価の支払いを要求できる性質のものではない。

３．しかし、他の独立行政法人同様、ＮＥＤＯにおいても、独立行政法人化することに

よって可能となった事業遂行の自由度を最大限に活用して、自主的かつ柔軟に自己収入

を確保していくことが重要。

このため、補助金適正化法における研究設備の目的外利用の弾力化、成果把握の促進

による収益納付制度の活用、寄付金税制の活用の可能性など、自己収入の増加に向けた

検討を行わせることとする。

４．なお、現在、収益納付義務を課している基盤技術研究促進事業については、新規案件

については特に事業の見通しを精査し収益納付の可能性について慎重を期すとともに、

収益ベースでの回収を売上ベースに変更することにより、納付額の拡大に取り組ませる。7
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論点４：特別会計（石油特会、電源特会）等からの投入国費の削減
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１．ＮＥＤＯへの予算は、平成１５年１０月の独法化以降、効率的な事業実施等を行った

結果、減少してきており、引き続き効率的な事業実施を図ることとする。

具体的には、新エネルギー・省エネルギー技術開発及び導入普及業務等を戦略的に推

進するにあたり、複数のエネルギー政策目標の同時達成を効率的に実現することを念頭

に置き、技術開発・実証試験・導入促進の各ステージで得られた知見の相互利用により、

事業のシナジー効果を高める。

また、京都メカニズムクレジット取得事業については、規模の増大が見込まれること

から、より的確なリスク・マネジメントを行いつつ、業務の効率化を図る。

２．なお、次期中期目標期間中においては、整理合理化案でも明示しているとおり、５％

の事業の効率化を行うこととする。

ＮＥＤＯの各年度のプロジェクト数の推移

16年度 17年度 18年度 19年度

ＮＥＤＯの各年度の事業費の推移

事
業

費
/
億

円

2,501

2,378
2,291

2,165

補助金等
運営費交付金

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

数

200 199

182

153



論点５：新エネルギー及び省エネルギー導入普及関連業務

１．経済産業省は、新エネルギー及び省エネルギーの導入普及事業について、エネルギー基本計画、

京都議定書目標達成計画等の閣議決定に基づき、エネルギー環境政策上、具体的な施策を講じ

る必要があるものに厳に限定して実施している。

２．新エネルギーについては、その導入に際して経済性の面での制約が存在しており、未だ自立的

普及段階に達していないのが現状。我が国の国際公約である京都議定書目標達成のため、経済

性をはじめとした制約に対応する技術開発・実証事業を行うとともに、導入支援策を講じるこ

とが閣議決定に基づく方針である。

また、技術開発、実証事業に加え、導入支援による新たな技術的課題の発見のために、導入普

及事業についてもＮＥＤＯにおいて実施することが適切である。

３．新エネルギー及び省エネルギー導入普及関連事業の助成先については、我が国の国際公約であ

る京都議定書目標達成のため、設備等の導入先が大企業である場合も対象とするのが経済産業

省の方針である。

４．なお、これらのＮＥＤＯによる導入普及事業に投じる特別会計からの予算は、平成１８年度の

８３０億円から平成１９年度には７７２億円へと７％減少しているところであり、引き続き投

資対象の重点化を含め効率的な実施を図る。

平成15 年9 月11 日 宮古島を直撃した台風14 号による被害状況 9
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論点６：保有資産の見直し

１．倉庫及び土地に関しては、桜新町倉庫、先進型廃棄物発電フィールドテスト事業施設

等について、売却の方向で検討する。

２．職員用宿舎に関しては、祖師谷宿舎について、売却し賃貸へ変更する。

３．白金台研修センターについては、機構職員の技術経営力強化のための研修、国内外の

研究者や外国政府要人との密接な関係構築のための会議、関係省庁、委託先等との会議

等を開催するために所有している施設であり、知識、人的ネットワークの維持・拡充に

大きく貢献してきた。

今後、賃貸による場合の条件、機能、売却する場合の対価、コスト等を検討し、従来

研修センターが果たしてきた重要な機能を最も的確かつ効率的に発揮できる方策につい

て、売却の可能性及び時期を含めて検討する。

＜対象施設の概要＞
桜新町倉庫 ：土地面積207.93㎡、建物延面積184.07㎡
先端型廃棄物発電 ：土地未保有、建物延面積2,052.28㎡
ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ事業施設
坑外模擬施設 ：土地未保有、建物延面積931.95㎡

＜対象施設の概要＞
祖師谷宿舎 ：土地面積780.17㎡、建物延面積105.76㎡

＜対象施設の概要＞
白金台研修センター ：土地面積1,004.33㎡、建物延面積2,073.73㎡



論点７：民間企業、大学、地方公共団体、他独法等の試験研究機関と重複する研究開発の
中止

１．経済産業省では、国内における官民の研究開発テーマの重複を

回避し、限られた研究開発資源を有効に活用するために、ＮＥＤ

Ｏの協力を得て、政府・政府関係機関、産業界、大学・学会等と

の協議や、国内外の技術動向・研究開発動向に関する調査結果を

踏まえ、「技術戦略マップ」を策定して毎年改訂し、我が国とし

て取り組むべき重要度の高い技術の絞り込みを行っている。

２．ＮＥＤＯでは、プロジェクトの立ち上げに当たっては、これを

基にプロジェクトの対象とする技術について経済産業省とすりあ

わせを行いつつ検討を加え、外部有識者による事前評価や複数回

のパブリックコメントを経て、慎重に事業の内容及び実施計画を

策定することで、他の機関と重複する研究開発テーマがないよう

にしている。

分野 大項目 中項目 小項目

半導体 デバイス微細化

ナノCMOSへ向けた新技術

混載技術

新混載技術

デバイスシミュレーション技術

プロセス技術 微細化プロセス

洗浄技術

プロセスシミュレーション技術

シリコン基板

露光装置・レジスト・プロセス技術

マスク技術

LSTPデバイス技
術

技術分野 分野構造

リソグラフィ

デバイス・プロセ
ス技術

目標
・情報家電等ＩＴ利活用とＩＴの安全性・信頼性の確保。

その基盤となるＩＴ産業の国際競争力の強化。

半導体メーカーにおける収益力の強化
（利益率：約5～10％→15～30％を目指す。）

研究開発等をテコとした産業再編の実施
（アラクサラネットワークスの設立）

・経営改革

・産業再編

関
連
施
策
の
取
組
み

○標準化の推進

・高度部材産業

上流企業と下流企業の摺り合わせの加速○垂直連携の強化

半導体設計ベンチャー企業の創出・支援

・収益力の強化

導入普及
促進策

関連産業
との連携

環境整備

集積の維持・管理

・製造装置産業

ユーザ認証、セキュリ
ティ、機器ＩＤ，機器認証
等についての共通化・標
準化の推進
(2005-2007)

競争力の維持・強化

製造装置の高度化

MIRAI実施体制の見直し、コンソーシアム（ALTEDEC等）の活用など

と「選択」と「集中」

民間企業の
取組み

ＣＡＳＭＡＴ：
材料評価手法の確立

高度部材産業開発・評価センター構想
・部材評価技術の強化、

部材技術開発の促進・効率化

共通化・標準
化すべき28
項目に関す
る状況調査

早期に国際的な合意を目指した技術開発と連携した官民の取組み
（情報家電、グリッドコンピューティング等）

2005 2006 ～ 20102004 ～ 20152005 2006 ～ 20102004 ～ 2015

○技術流出防止

研究開発の
取組み

技術分野 評価パラメータ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４

大項目 中項目 小項目 重要課題 DRAMハーフピッチ（ｎｍ） ８０ ７０ ６５ ５７ ５０ ４５ ４０ ３５ ３２ ２８

半導体 物理ゲート長　(nm) 53 45 37 32 28 25 23 20 18 16

寸法ばらつき（nm)
（プリント長、物理長）

3.15 2.81 2.50 2.20 2.00 1.80 1.60 1.40 1.30 1.10

実効ゲート酸化膜厚EOT：物理膜厚（nm）
実効ゲート酸化膜厚EOT：電気膜厚（nm）

2.1
2.8

1.9
2.6

1.6
2.3

1.5
1.9

1.4
1.8

1.3
1.7

1.3
1.7

1.2
1.6

1.1
1.5

1.1
1.5

プロセス技
術

微細化プロセ
ス high-kゲート絶縁膜材料 SiON SiON Hf０2（+Si, N, Al) Hf０2（+Si, N, Al) Hf０2（+Si, N, Al) La2O3, Y2O3, ... La2O3, Y2O3, ... LaAlO3 LaAlO3 LaAlO3

CD制御（３σ）（nm） 4 3.3 2.9 2.5 2.2 2 1.8 1.7 1.4 1.3

線幅ラフネス（３σ）（nm） 3.6 3.2 2.8 2.6 2.2 2 1.8 1.6 1.4 1.3

LSTPデバイ
ス技術

リソグラフィ 露光装置・レジ
スト・プロセス

技術

デバイス微細
化

主流量産
技術

新規技術

露光装置
技術

光源（波長：nm）／方式

スループット、コスト

微細化・高精度化

ゲートスタックプロセ
ス

分野構造

パターン寸法の微細
化

デバイス
プロセス技

術

RET: Resolution
Enhancement
Technology
LFD: Lithography-
Friendly Design

193nm+RET+LFD/193nm 液浸
RET

193nm液浸+RET+LFD193nm+RET

EUV（極端紫外光リソグラ

PEL（近接電子線リソグラフィ）、ML2（マスクレスリソグラフィ）
157nm液浸（RET+LFD）、ﾅﾉインプリントリソグラフィ

技術マップ技術マップ

ロードマップロードマップ

技術戦略マップは、導入シナリオ、技術
マップ、ロードマップの3部により構成

導入シナリオ導入シナリオ

11
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⑤
終
了
段
階

④
実
施
段
階

③
事
業
計
画

の
策
定

②
事
前

評
価

①
シ
ー
ズ
発
掘

（
事
前
調
査
）

ＮＥＤＯ職員の具体的役割

事業計画
概要の検
討、策定

（注） 研究開発の対象技術のほか、目
的、実施期間、目標値等を記載した研
究開発事業の骨格となる基本的な計画

外部有識者の知見を活用した事業計画（案）（注）の作成（パブリックコメントの募集及び反映）。

事業計画を策定

事業の実施方針（運営・管理方針）を策定（毎年度）。事業実施方針の策定

取得資産の有効
活用を検討し、適
切に処分。

公募～実施
者の選定

・プロジェクトのまとめ役（プロジェクト・
リーダー）を選定。
・必要に応じ、研究開発の内容、事業
者の組み合わせを変更。

事業体制

・公募の実施。
・外部有識者による審査を経て、実施者を選定。

進捗管理

軌道修正
契約手続
・契約の締結。
・実施内容や体制の変更時に、変更契
約を締結。
検査
・資産の現地確認を含めて中間検査や
確定検査を実施。

契約・検査・実施現場に出向いて研究開発の進捗をフォロー。
・複数の事業テーマ間を調整。
・成果報告等を実施。
・必要に応じて、参加メンバーの交替や実施内容の変更等、柔軟に軌道修正。

中間評価

結果の反映

資産処分

実施期間の中間（５年間の事業の場合、３年目等）に、外部有識者に
よる４段階（優、良、可、不可）の中間評価を実施。

中間評価の結果等を受け、実施内容・体制の見直し、
追加公募、資金の追加、中断等を実施。

事後評価・
追跡調査

評価・調査
の反映

・事業終了直後に、外部有識者による４段階
（優、良、可、不可）の事後評価を実施。
・事業終了後５年間継続して追跡調査を実施
し、その成果（アウトカム）や波及効果を把
握・情報発信。

進行管理の中で得られた教訓を蓄
積・共有し、今後の進行管理に反映。

広報

成果の
普及

・事業者による継続研究の実施。
・研究開発成果の利用者へのマッ
チングの促進。
・他のプロジェクトへの展開。

成果のＰＲ。

プロジェクト型の研究開発事業の進行管理の流れ

事前評価
外部有識者の知見を活用した事前評価の実施（パブリックコメントの募集及び反映）。

予算要求
の調整

経済産業省との間で、予算要求に向
けて、政策や産業界の動向とのすり
あわせ。

事前調査

ＮＥＤＯの他制度や他機関の
制度の成果活用の検討。

産学官の共同作業による技術
戦略（技術戦略マップ）の策定。

有望な研究開発対象について、国内外の周辺技術動向等を詳細に調査。

産業界・大学・学界との意見交換。

F．既存プロジェクトへの途中

段階でのテーマの機動的追加

（図中、A～Jは他の機関と比べて、「ＮＥＤＯの特長的なプロジェクトマネジメント業務」と考えているもの。）

G．プロジェクトの枠を超えた

他プロジェクトの成果との連携

E．採択に至らなかったプロジェクト案

に対し、NEDOがマネジメントすることによ

りプロジェクト体制を構築した例

C．研究開発と規制緩和・国

際標準化を一体化して実施

H．ＮＥＤＯプロジェクトの成果

を実用化につなげる取組

D．先行プロジェクトのテーマを

基にコンソーシアム体制を抜本的
に強化して実施

I．プロジェクト終了後も引き続き

標準化をフォローアップする取組

J．ナショナルプロジェクトの成果を

シームレスに実用化につなげる取組

A．有識者３５０名を糾合して我が

国の技術戦略の議論を実施

B．プロジェクト型の研究開発事業の

立ち上げにおける標準的なスキーム

(参考）

１２
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論点８：費用対効果分析を含む事業評価の導入とその情報の国民への提供

１．ＮＥＤＯにおける個別事業毎の企画立案段階における事前評価では、外部有識者を活用

した事前評価を実施し、事業内容に照らして予算規模が適切であるかといった観点につい

て評価を実施するとともに、広く国民からパブリックコメントを募集し、事業内容へ反映

させている。

また、事業期間の中間時点（開始後３年目）を目途に外部有識者を活用した中間評価を

実施し、その結果を踏まえ事業の加速、中止、縮小といった措置を講じている。

これらの評価結果は、以後の資金配分など機構全体の業務運営にフィードバックすると

ともに、ＮＥＤＯのホームページや独法評価委員会等の外部会議において積極的に公表し

ている。

２．今後は、中長期にわたるコスト、進捗及び成果を考慮すべき事業を選定し、個別事業毎

の中間・事後評価の時点、事業終了後数年経過後に行う追跡評価の時点において、投入と

効果の関係をコストの視点から可能な限り具体的かつ定量的に評価する方策を試行的に導

入するなど、管理会計の視点を可能な限り考慮した事業評価を検討させることとする。

３．また、ＮＥＤＯでは、研究開発の直接的な成果である特許や論文の数だけでなく、ＮＥ

ＤＯの活動が、イノベーションの実現によって、どのような社会的インパクトを与えたか

をシミュレートするモデル及び指標を政府及び関係機関とともに作成することとしている。

そして、その有効性を検証しつつ第２期中期目標期間中において具体的な指標を設定する

こととする。



参考資料

（参考1）ＮＥＤＯの業務の見直しの取組

（参考2）ＮＥＤＯの成果

１４
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ＮＥＤＯは、これまでの国の業務の整理や特殊法人等の整理・合理化の歴史の中で、広
範な業務を抱えて発足したが、独法化を契機に、

－従来工業技術院の研究開発官等が実施していたマネジメント業務を担うとともに、

－業務の徹底的な見直しを推進し、「研究開発関連業務」、「新エネルギー・省エネル

ギー導入普及関連業務等」及び「クレジット取得関連業務」へ重点化

≪独法ＮＥＤＯの業務≫
研究開発
関連業務

新ｴﾈﾙｷﾞｰ・省ｴﾈﾙｷﾞｰ
導入普及関連業務等

出資・貸付関連業務

石炭関連業務

アルコール関連業務

効率的な事業の実施

第1期中期目標期間中に

廃止

Ｈ１５ 基盤技術研究促進センター

Ｓ５５ 石炭合理化事業団

Ｈ ８ 石炭鉱害事業団

Ｓ５７ 国のアルコール製造事業

Ｈ１３ 国のアルコール販売事業

クレジット取得
関連業務

Ｈ１８ 事業追加

((参考１）参考１） ＮＥＤＯの業務の見直しの取組ＮＥＤＯの業務の見直しの取組（１）（１）
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総 務 部

経 理 部

資 産 管 理 部

情 報 ・ シ ス テ ム 部

検 査・業 務 管 理 部

企 画 調 整 部

研 究 評 価 部

研 究 開 発 推 進 部

エ ネ ル ギ ー 対 策 推 進 部

国 際 事 業 部

電 子 ・ 情 報 技 術 開 発 部

ナノテクノロジー・材料技術開発部

バイオテクノロジー・医療技術開発部

機 械 シ ス テ ム 技 術 開 発 部

環 境 技 術 開 発 部

燃 料 電 池 ・ 水 素 技 術 開 発 部

新 エ ネ ル ギ ー 技 術 開 発 部

石 炭 鉱 害 部

石 炭 事 業 部

省 エ ネ ル ギ ー 技 術 開 発 部

総 務 部

経 理 部

秘 書 室

検 査 室

運 営 委 員 会 事 務 局

企 画 調 整 部

技 術 評 価 部

研 究 開 発 業 務 部

基 盤 技 術 研 究 促 進 部

エ ネ ル ギ ー ・ 環 境 技 術 開 発 室

太 陽 ・ 風 力 技 術 開 発 室

新 電 力 技 術 開 発 室

水素エネルギー技術開発室開発室

地 熱 開 発 室

省 エ ネ ル ギ ー 技 術 開 発 室

環 境 調 和 型 技 術 開 発 室

産 業 技 術 開 発 室

ナノテクノロジー・材料技術開発室

化 学 物 質 管 理 技 術 開 発 室

健 康 福 祉 技 術 開 発 室

電 子 ・ 情 報 技 術 開 発 室

バ イ オ テ ク ノ ロ ジ ー 開 発 室

国 際 協 力 部

新 エ ネ ル ギ ー 導 入 促 進 部

省 エ ネ ル ギ ー 対 策 部

石 炭 資 源 開 発 部

N E D O 情 報 セ ン タ ー

成 果 管 理 普 及 部

石 炭 業 務 管 理 部

石 炭 鉱 害 部

（独法前 H15.9.30） （独法化時 H15.10.1）本部30部室

統合的に推進

総 務 部

経 理 部

資 産 管 理 部

情 報 ・ シ ス テ ム 部

検 査・業 務 管 理 部

企 画 調 整 部

研 究 評 価 部

研 究 開 発 推 進 部

エ ネ ル ギ ー 対 策 推 進 部

京都メカニズム対策部

電 子 ・ 情 報 技 術 開 発 部

ナノテクノロジー・材料技術開発部

バイオテクノロジー・医療技術開発部

機 械 シ ス テ ム 技 術 開 発 部

環 境 技 術 開 発 部

燃 料 電 池 ・ 水 素 技 術 開 発 部

新 エ ネ ル ギ ー 技 術 開 発 部

石 炭 事 業 部

省 エ ネ ル ギ ー 技 術 開 発 部

（H19.4.1 現在）

人 事 部

エネルギー・環境技術本部

廃止（H19.3.3.1）

融合・境界領
域への対応を
図るため、組
織の大括り化
を断行

アルコール事業本部

エネルギー・環
境 問 題 に 一 体
的に取り組むた
め、組織を再構
築

本部20部

アルコール事業本部

戦 略 的 な 外 部
人 材 の 登 用 や
人 件 費 抑 制 に
取り組むため設
置

ＮＥＤＯは、独法化を契機に、効率的・機動的に組織の大括り化等の見直しを実施

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

人
数

/人

各年度の職員数の推移

廃止（民営化（H18.4.1））

１，２６２ １，２５６ １，２５０

１，０４６
９７５

((参考１）参考１） ＮＥＤＯの業務の見直しの取組ＮＥＤＯの業務の見直しの取組（（２２））
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日本の産業競争力強化につながるテーマへの「選択と集中」

真に競争力ある企業のみによるフォーメーションへの「選択と集中」

より新しいブレークスルーのある分野への「選択と集中」

車載用として有望なＰＥＦＣに集中⇒・ ＰＡＦＣ（リン酸形）
・ ＭＣＦＣ（溶融炭酸塩形）
・ ＰＥＦＣ（固体高分子形）

＜燃料電池分野＞

重点４分野に集中
（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテ
クノロジー・材料）

⇒産業技術全般＜重点分野＞
以前

以前

現在

現在

実力ある少数企業のみに限定
‐ 不揮発性メモリ（ＭＲＡＭ）技術開発 ： ２社

‐ マイクロ波励起超高密度プラズマ技術を用いた省

エネ型半導体製造装置の技術開発 ： １社

⇒・ 大手５～１０社が横並び参加＜半導体＞

以前 現在

イットリウム系線材に集中⇒多様な材料、
各種応用機器等

＜超電導分野＞

非シリコン結晶系
（薄膜、有機系等）

⇒シリコン結晶系
（単結晶、多結晶等）

＜太陽電池分野＞
以前

以前

現在

現在

ＮＥＤＯは、独法化を契機に、成果を挙げるための「選択と集中」を実施。

((参考１）参考１） ＮＥＤＯの業務の見直しの取組ＮＥＤＯの業務の見直しの取組（（３３））



19

○ 研究開発独法は、産業競争力の強化やエネルギー・地球環境問題など、政府として
取り組むべき課題の解決に向けて、目的志向型のトップダウンの研究開発を実施。
ＮＥＤＯは、官民の我が国最高の英知を結集して成果達成を牽引する役割を担う。

○ ＮＥＤＯの研究成果を活用して、企業は実用化・製品化を進めて市場を開拓するだ
けでなく、技術的ブレイクスルーによって応用分野を広げ、あるいは、新たな研究
課題を発見することが可能になる。このことにより新産業・新市場が創出される。

○ また、蓄積されたＮＥＤＯの成果は、国の安全規制や技術標準の基礎となって、国
民生活に寄与する。さらにＮＥＤＯプロジェクトによって形成された研究ネット
ワークや人材は、新たなイノベーションをおこすための原動力となる。

((参考２）参考２） ＮＥＤＯのＮＥＤＯの成果（１）成果（１）

企業、大学、

国の研究機関

特 許

実用化・製品化

パブリック・リターン

エネルギー・環境問題の解決

新産業・新市場の創出

人 材

論 文

安全規制・技術標準

研究ネットワーク

産業競争力の強化

研究開発

プロジェクト
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太陽電池基板のスライス技術
が半導体用に転用。大口径
ウェハの実用化に貢献。

そ
の
他
の
電
気

機
器
産
業

そ
の
他
電
気

機
械
器
具

産
業

６．４兆円６．４兆円

１．８兆円１．８兆円

市場規模
0.１４兆円

太陽電池太陽電池

輸出高
0.２６兆円

キーデバイスキーデバイス

プロジェクト成果プロジェクト成果

プロジェクト成果応用プロジェクト成果応用
製品（技術）製品（技術）

半導体製造技術半導体製造技術

NEDOプロジェクト

太陽電池用シリコン太陽電池用シリコン

素子・モジュール素子・モジュール

無線・処理・無線・処理・
制御制御LSILSI

その他太陽電池その他太陽電池
素子・モジュール素子・モジュール

電子セラミックス電子セラミックス

CatCat--CVDCVD法による絶縁法による絶縁

薄膜形成の基礎技術薄膜形成の基礎技術

ArFArF光源光源

薄膜シリコン系薄膜シリコン系技術技術

CISCIS系素子技術系素子技術

インゴット製造技術インゴット製造技術

深堀加工技術深堀加工技術

機能性セラミックス機能性セラミックス

ArFArFリソグラフィリソグラフィ

マスクマスクEBEB装置装置

光源技術光源技術

太陽電池用の太陽電池用の
メートル大面積メートル大面積
CatCat--CVDCVD装置装置

太陽光発電
モジュール

システム
LSI・メモリ
（半導体）

*1

*2

*3

*4

*6Cat-CVD法による半導

体デバイス製造プロセス
の研究開発（H10-H12)

先進太陽電池技術研
究開発（H13-H17）

マイクロマシン技術の
研究開発（H3-H12）

超先端電子技術開発
促進事（H7-H13）

ファインセラミックス
（S56-H4）

F2光源及び関連技術
開発（H11-H13）

そ
の
他
の
電
気

機
器
産
業

そ
の
他
電
気

機
械
器
具

産
業

６．４兆円６．４兆円

１．８兆円１．８兆円

市場規模
0.１４兆円

太陽電池太陽電池

輸出高
0.２６兆円

キーデバイスキーデバイス

プロジェクト成果プロジェクト成果

プロジェクト成果応用プロジェクト成果応用
製品（技術）製品（技術）

半導体製造技術半導体製造技術

NEDOプロジェクト

太陽電池用シリコン太陽電池用シリコン

素子・モジュール素子・モジュール

無線・処理・無線・処理・
制御制御LSILSI

その他太陽電池その他太陽電池
素子・モジュール素子・モジュール

電子セラミックス電子セラミックス

CatCat--CVDCVD法による絶縁法による絶縁

薄膜形成の基礎技術薄膜形成の基礎技術

ArFArF光源光源

薄膜シリコン系薄膜シリコン系技術技術

CISCIS系素子技術系素子技術

インゴット製造技術インゴット製造技術

深堀加工技術深堀加工技術

機能性セラミックス機能性セラミックス

ArFArFリソグラフィリソグラフィ

マスクマスクEBEB装置装置

光源技術光源技術

太陽電池用の太陽電池用の
メートル大面積メートル大面積
CatCat--CVDCVD装置装置

太陽光発電
モジュール

システム
LSI・メモリ
（半導体）

*1

*2

*3

*4

*6Cat-CVD法による半導

体デバイス製造プロセス
の研究開発（H10-H12)

先進太陽電池技術研
究開発（H13-H17）

マイクロマシン技術の
研究開発（H3-H12）

超先端電子技術開発
促進事（H7-H13）

ファインセラミックス
（S56-H4）

F2光源及び関連技術
開発（H11-H13）

NEDOが設立以来実施してきた数多くの研究開発成果が、現在の日本の主力産業における主要製
品に活用され、大きな波及効果をもたらしている。（平成１８年ＮＥＤＯアウトカム調査結果より）

出典PVNews 2007年4月号

シャープ
17.2%

Q-Cells
(ドイツ)
10.0%

京セラ
7.1%

三洋電機
6.1%

三菱電機
4.4%

Suntech
(中国)
6.2%

太陽電池生産量
2520.7MW
(2006年)

その他
48.4%

太陽電池生産企業の世界シェア

半導体産業半導体産業
（市場規模：約4.3兆円）

大口径（8inch）ウェハ 半導体（LSIなど）

液晶産業液晶産業（市場規模：約5,500億円）

液晶テレビ
(現在 )

ﾉｰﾄ用PCﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ
(1990年代 )

アモルファス型太陽電池の製造技
術である大面積薄膜製膜技術が、

TFT型液晶パネルの実用化に貢献。

○例えば、太陽光発電の実用化に必要な安価な原材料の製造方
法、太陽電池の性能向上技術、量産化のための技術等といっ
た主要技術のほぼ全てが、ＮＥＤＯプロジェクトで開発。過
去１０年間でシステム設置価格は、約１／３に低下した。

○太陽光発電産業という国内生産高で約3,900億円の新産業を創
出し、現在、日本の太陽光発電システムの生産規模は世界一。
世界シェア上位６社のうち４社が日本企業。

○研究成果は太陽光発電システムだけでなく、液晶や半導体産
業の中核技術としても波及し、我が国産業競争力強化に貢献。

((参考２）参考２） ＮＥＤＯの成果ＮＥＤＯの成果 （２）（２） 日本の主力産業における活用

フィルム基盤型

・一般家庭５３３軒に太陽光
発電を設置

・総発電容量は約２MW
（平成16年2月以降順次設置）

基板にガラスを用いていな
いため、軽くて自由に曲げる
ことができ、強度が弱い屋
根や曲面状の屋根など、従
来設置が困難であった場所
にも設置が可能になった。

*1；半導体基板上へ微細回路パターンを転写・加工すること、*2；微細回路パターンを転写する際の原板（マスク）を描画する装置、
*3；触媒を用いた薄膜形成法、*4；Cu、In、Se等を用いた太陽電池、*5；薄膜トランジスタを用いた液晶、*6；集積回路の総称

群馬県太田市 城西の杜 実証サイト

２０
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○例えば、半導体市場の基盤であり、その微細化に必須
となる半導体装置に関し、その中核となる技術の研究
開発プロジェクトを実施。その結果、日本企業のシェア
が拡大。

○半導体製造装置を用いて、デバイス（システムLSI・メモ
リ）が量産され、携帯電話や液晶テレビといった日本が
強みを持つ最終製品の小型化、高性能化に貢献して
いる。

（参考２）（参考２） ＮＥＤＯの成果ＮＥＤＯの成果（３）（３） 産業競争力強化に貢献産業競争力強化に貢献

写真提供：日立GST(株)

ＮＥＤＯの研究開発プロジェクトの成果は、ハードディスクドライブ分野の世界シェア拡大、半導体製
造技術による日米シェアの逆転など、我が国の産業競争力の強化に大きく貢献している。

*1；半導体基板上へ微細回路パターンを転写・加工すること、*2；微細回路パターンを転写する際の原板（マスク）を描画する装置、
*3；触媒を用いた薄膜形成法、*4；Cu、In、Se等を用いた太陽電池、*5；薄膜トランジスタを用いた液晶、*6；集積回路の総称

液晶液晶TVTV

通
信
機
器
産
業

民
生
用
電
子
・

電
子
機
器
産
業

テ
レ
ビ
産
業

５．５兆円５．５兆円

０．６４兆円０．６４兆円

携
帯
電
話
機

産
業携帯電話携帯電話

１．６兆円１．６兆円
輸出高

0.11兆円
市場規模
2.1兆円

輸出高
0.15兆円

キーデバイスキーデバイスプロジェクト成果プロジェクト成果
プロジェクト成果応用プロジェクト成果応用
製品（技術）製品（技術）

液晶製造技術液晶製造技術

半導体製造技術半導体製造技術

NEDOプロジェクト

市場規模
0.81兆円リチウムイオンリチウムイオン

電池電池

低温ポリシリコン低温ポリシリコン
TFTTFT液晶液晶

無線・処理・無線・処理・
制御制御LSILSI

電子セラミックス電子セラミックス

CatCat--CVDCVD法による絶縁法による絶縁

薄膜形成の基礎技術薄膜形成の基礎技術

ArFArF光源光源

導電性導電性高分子高分子

薄膜シリコン系薄膜シリコン系技術技術

高効率白色高効率白色LEDLED

インゴット製造技術インゴット製造技術

材料評価技術材料評価技術

深堀加工技術深堀加工技術

機能性セラミックス機能性セラミックス

タッチパネルタッチパネル

ArFArFリソグラフィリソグラフィ

マスクマスクEBEB装置装置

光源技術光源技術

モジュール電池モジュール電池

安全対策指針安全対策指針

二次電池

ディスプレイ

システム
LSI・メモリ
（半導体）

光源

*1

*2

*3

*5

*6

Cat-CVD法による半導

体デバイス製造プロセス
の研究開発（H10-H12)

先進太陽電池技術研
究開発（H13-H17）

マイクロマシン技術の
研究開発（H3-H12）

超先端電子技術開発
促進事（H7-H13）

導電性高分子材料
研究開発（S56-H2）

ファインセラミックス
（S56-H4）

F2光源及び関連技術
開発（H11-H13）

高効率電光変換化合
物半導体開発（H10-
H14）

分散型電池電力貯蔵
技術開発(H4-H13)
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0.11兆円
市場規模
2.1兆円

輸出高
0.15兆円

キーデバイスキーデバイスプロジェクト成果プロジェクト成果
プロジェクト成果応用プロジェクト成果応用
製品（技術）製品（技術）

液晶製造技術液晶製造技術

半導体製造技術半導体製造技術

NEDOプロジェクト

市場規模
0.81兆円リチウムイオンリチウムイオン

電池電池

低温ポリシリコン低温ポリシリコン
TFTTFT液晶液晶

無線・処理・無線・処理・
制御制御LSILSI

電子セラミックス電子セラミックス

CatCat--CVDCVD法による絶縁法による絶縁

薄膜形成の基礎技術薄膜形成の基礎技術

ArFArF光源光源

導電性導電性高分子高分子

薄膜シリコン系薄膜シリコン系技術技術

高効率白色高効率白色LEDLED

インゴット製造技術インゴット製造技術

材料評価技術材料評価技術

深堀加工技術深堀加工技術

機能性セラミックス機能性セラミックス

タッチパネルタッチパネル

ArFArFリソグラフィリソグラフィ

マスクマスクEBEB装置装置

光源技術光源技術

モジュール電池モジュール電池

安全対策指針安全対策指針

二次電池

ディスプレイ

システム
LSI・メモリ
（半導体）

光源

*1

*2

*3

*5

*6

Cat-CVD法による半導

体デバイス製造プロセス
の研究開発（H10-H12)

先進太陽電池技術研
究開発（H13-H17）

マイクロマシン技術の
研究開発（H3-H12）

超先端電子技術開発
促進事（H7-H13）

導電性高分子材料
研究開発（S56-H2）

ファインセラミックス
（S56-H4）

F2光源及び関連技術
開発（H11-H13）

高効率電光変換化合
物半導体開発（H10-
H14）

分散型電池電力貯蔵
技術開発(H4-H13)

電子ビーム描画装置の世界シェア変遷（電子ジャーナル2005）

図． EBマスク描画装置の世界シェアの推移
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電子ビーム描画装置の世界シェア変遷（電子ジャーナル2005）

図． EBマスク描画装置の世界シェアの推移
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1995年にスタートした「超先端電子技術開発促進事業」を中心として、半導体製造、リソグラフィ、マス
ク製造等の基盤技術開発を実施。この結果、日本メーカーの産業競争力強化に繋がった。
EBマスク描画装置*1では日本企業のシェアが３５％から８０％以上（２００５年）に（右図）。
ArF光源*2では、米国企業１００％シェアであったものが、わずか１年で日本企業シェア２０％まで急伸
（２００６年）。 *1 ；電子ビームで半導体回路の原板（マスク）を描画する装置、 *2 ；フッ化アルゴンを媒体としたレーザ。リソグラフィに用いる。

○ ハードディスクドライブハードディスクドライブ

パソコンやサーバを始め、TV等、最新情報家電にNEDOプロジェクトの成果「世界最先端の超高密度磁気記録技
術」を応用したハードディスクドライブが搭載。 2.5型以下の分野では日本企業が２００５年現在約８０％の世界シェ
アを誇り、またハードディスクドライブは携帯電話、携帯型音楽プレーヤー等へ搭載されるまでとなった。

○○ 半導体製造装置半導体製造装置
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（参考２）（参考２） ＮＥＤＯの成果ＮＥＤＯの成果（４）（４） 地球環境問題解決への貢献（研究開発）地球環境問題解決への貢献（研究開発）

ＮＥＤＯの研究開発プロジェクトの技術開発成果が、京都議定書目標達成計画の温室効果ガス削
減目標の１割強（１,０００万トン超‐CO2 ） に貢献。
（京都議定書目標達成計画 （１７年４月策定）においては、基準年総排出量（1990年）に対し、年平均総排出量（2008-2012年）を７４００万トン‐ＣＯ２削減するこ
とが目標とされている。）

フロン削減、鉄鋼業の省エネ対策、太陽光発電に代表される新エネルギ－開発等、産業や社会か
らの現実的要請に応え、エネルギー・環境の諸問題の解決においても極めて重要な役割を果たして
いる。

1100

1200

1300

1990年(基準年) 2010年

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

(百万トン-CO2)

温室効果ガス
1237百万トン

温室効果ガス
1163百万トン

フロン破壊
9.1百万トン

温室効果ガス
削減目標
74百万トン

（1990年比-6%）

○例えば、フロン破壊設備（液中燃焼方式）による「フロン削減技術」、高温空気燃焼技術により従来比
30％以上の省エネとなる「高性能工業炉」、 「太陽光発電」の実用化だけで、合計で年間１,０００万トン
‐ＣＯ２以上の温室効果ガス削減効果がある。（２００５年度）

(a)液中燃焼炉（平成11年8月設置）、
(b)後処理設備（平成11年12月設置）

フロン破壊技術
高性能工業炉太陽光発電

ＮＥＤＯプロジェクトでは、フロン処理で課題となっていたフロ
ン類を効率的に分解するための温度条件を見出すとともに、
フロン類の分解によって生じるフッ酸に対する設備の耐腐食
性を向上することに成功。これにより、フロン破壊設備（液中
燃焼方式）が実用化され、CO2の11,700倍の温室効果のある
HFC-23を破壊し、CaF2として回収するシステムを実現。

（９１０万トン－CO2）
（７５万トンーCO2）

※2005年度 全導入量142.2万ｋW
（平成19年5月）

（８４万トン－CO2）※平成18年NEDO調査結果

※平成18年NEDO調査結果

鉄鋼業における省エネへの貢献鉄鋼業における省エネへの貢献

・高性能工業炉は鉄鋼業におけるエネル
ギー削減量のうち14％ （61万kL）に貢献

・高性能工業炉は今後、主に工業炉の更新
時に、鉄鋼各社に導入される見込み

90 05

ｴ
ﾈ

ﾙ
ｷ

ﾞｰ
消

費
量

(万
kL

)

6,499

(年度)

※ (社)日本鉄鋼連盟資料を一部改
※ 高性能工業炉の省エネ量はNEDO調べ

5000

6000

7000

6,073

▲426
(▲6.5%)

高性能工業炉
このうち14％削減

に貢献

ｱﾙﾐﾆｳﾑ産業における省ｴﾈへの貢献ｱﾙﾐﾆｳﾑ産業における省ｴﾈへの貢献

・高性能工業炉はｱﾙﾐﾆｳﾑ業の原単位改善
11%（2005年/1995年）のうち16% (1.5万kL)
に貢献。

※ 経団連環境自主行動計画フォローアップ結果に基づき作成
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39.7%
34.2%事業者支援 95.8万kl

経団連自主行動計画以外 280万kl

産業部門 1470万kl省
エ
ネ
ル
ギ
ー 5.5%高性能工業炉 15.5万kl

貢献度
NEDO導入量

（2006年度時点）
2010年度導入・達成目標量

新
エ
ネ
ル
ギ
ー

２００５年導入
量への貢献度

54.5%19.6%58．7万kW107.8万kW*風力 300万kW

*NEDO以外は、ほぼMETI新エネ事業者支援事業による。

1.6%142.2万kW*

2005年導入量

5.6%

*うち、新エネルギー財団による住宅用補助が93.2万kW（65.5%）。なお、太陽光発電技術のほぼ全てがＮＥＤＯ研究成果と関連する 。

7.9万kW太陽光 482万kW

貢献度
（対2010年度目標量）

NEDO導入量
（2005年）

2010年度導入・達成目標量

（注1）京都議定書目標達成計画中の新エネルギー導入目標量は1,910万kl（原油換算）、省エネルギー目標量は5,770万kl（原油換算）

（注2）高性能工業炉の導入量については事業者支援事業での実施分を除く

（参考２）（参考２） ＮＥＤＯの成果ＮＥＤＯの成果（５）（５） 地球環境問題解決への貢献（地球環境問題解決への貢献（導入普及）導入普及）

ＮＥＤＯがこれまで実施してきた新エネルギー・省エネルギーの導入普及促進事業において導入し
たエネルギーの設備容量は、例えば京都議定書目標達成計画中の「新エネルギー 風力発電」の５
割以上、「省エネルギー 経団連自主行動計画以外の産業部門」の約４割に相当。
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